


（単位：千円、％）

科　　目 5年度決算額 増△減額

経　常　収　益

管 理 手 数 料 収 入 1,981,620 5,391,156 3,409,537 172.1

貸 付 金 利 息 89,523 74,342 △ 15,181 △ 17.0

賃 貸 料 7,182,848 9,299,526 2,116,678 29.5

単 位 組 合 よ り 受 入 4,948,100 4,023,406 △ 924,694 △ 18.7

短期財調経理より受入 7,260 7,260 0 0.0

貸 倒 引 当 金 戻 入 - 2,796,948 2,796,948 -

そ の 他 の 収 入 54,878 48,581 △ 6,297 △ 11.5

計 14,264,229 21,641,220 7,376,991 51.7

経　常　費　用

職 員 給 与 18,049 16,157 △ 1,892 △ 10.5

納 付 金 7,166,562 7,795,603 629,041 8.8

貸 倒 引 当 金 繰 入 2,796,948 1,578,106 △ 1,218,843 △ 43.6

他 経 理 へ 繰 入 4,808,732 3,288,829 △ 1,519,903 △ 31.6

そ の 他 の 経 費 2,213,505 6,125,972 3,912,467 176.8

計 17,003,796 18,804,667 1,800,870 10.6

経　常　損　益 2,739,568△ 2,836,553 5,576,121

特　別　利　益

前 期 損 益 修 正 益 225 16,579 16,354 -

固 定 資 産 売 却 益 28,568,282 6,577,321 △ 21,990,961 △ 77.0

計 28,568,507 6,593,900 △ 21,974,607 △ 76.9

特　別　損　失

前 期 損 益 修 正 損 0 416 416 -

計 0 416 416 -

特　別　損　益 28,568,507 6,593,484 △ 21,975,024 △ 76.9

　当　期　損　益 25,828,939 9,430,037 △ 16,398,902

保健経理(合算)主要科目損益比較表

増△減率4年度決算額



 保  健  経  理（保健勘定） 

 

(1) 事業の概要 

保健勘定は、国家公務員共済組合法第９８条の規定に基づき、組合員等の福祉の増進に資するため、

健康管理及び疾病の予防に係る自助努力に対する支援事業や結婚・住宅・介護等に関する情報提供の

事業のほか、福祉事業に要する財源の繰入を行っている勘定である。 

 

(2) 経理の概況  

イ 経常損益 

経常収益の総額は4,035百万円で、前年度に比べ928百万円の減少（△18.7%）となっている。 

 内訳として、「単位組合より受入」は4,023百万円で、前年度に比べ925百万円の減少（△18.7%）、

5年度から計上する「貸付勘定より振替」として4百万円の皆増、「短期財調経理より受入」は前年度

同額の7,260千円となっている。 

 一方、経常費用の総額は3,478 百万円で、前年度に比べ1,495 百万円の減少（△30.1%）となって

いる。 

 このうち「他経理へ繰入」は 3,289 百万円（医療経理へ 1,889 百万円、宿泊経理へ 1,400 百万円)

で、前年度に比べ1,520百万円の減少（△31.6%）となっている。 

「その他の経費」は173百万円で、前年度に比べ27百万円の増 (18.3%)となっている。 

 この結果、経常損益は556百万円となった。 

 

ロ 特別損益 

 特別利益の総額は「前期損益修正益」による17百万円で、前年度に比べ16百万円の増加となって

いる。 

一方、特別損失の総額は「前期損益修正損」による416千円となっている。 

この結果、特別損益は16百万円となった。 

 

ハ 当期損益 

 以上の結果、当期損益は572百万円となった。 





(1) 事業の概要

　

(2) 経理の概況

イ  経常損益

ロ  特別損益

ハ  当期損益

　以上の結果、当期損益は8,858百万円となった。

　この結果、経常損益は2,280百万円となった。

　特別利益の総額は「固定資産売却益」による6,577百万円で、前年度に比べ21,991百
万円の減少となっている。

保 健 経 理 （ 貸 付 勘 定 ）

　貸付勘定は、国家公務員共済組合法第98条第1項第7号の規定に基づき、国家公務員共済

組合連合会定款第30条第2号に定められた単位共済組合に対する資金の貸付け及び連合会の

経理単位（厚生年金保険経理、退職等年金経理及び経過的長期経理を除く。）に対する資

金の貸付け並びに令和4年3月24日共済連本総第68号附則第2項に定められた退職等年金経理

から寄託された資産の管理及び債権回収に係る取引を経理する勘定である。

　経常収益の総額は17,611百万円で、前年度に比べ8,309百万円の増加（89.3％）と
なっている。

　内訳として、寄託された資産の管理に係る退職等年金経理からの「管理手数料収入」

は5,391百万円で、前年度に比べ3,410百万円の増加（172.1％）、「賃貸料」は9,300百

万円で、前年度に比べ2,117百万円の増加（29.5％）となっている。また、「貸倒引当

金戻入」は2,797百万円（皆増）となっている。

　一方、経常費用の総額は15,330百万円で、前年度に比べ3,300百万円の増加
（27.4％）となっている。

　内訳として、寄託された資産の管理に係る退職等年金経理への「納付金」は7,796百

万円で、前年度に比べ629百万円の増加（8.8％）、「消費税」は4,662百万円で、3,938

百万円の増加（543.4％）、5年度から計上する「保健勘定へ振替」として4百万円の皆

増となっている。また、「貸倒引当金繰入」は1,578百万円で、前年度に比べ1,219百万

円の減少（△43.6％）となっている。























金 額 摘        要

円

　三井住友銀行東京公務部 546,283,309

546,283,309

種        別 摘        要

　単位組合より受入

　貸付勘定より振替 貸付勘定

  医療経理へ繰入 精算分

  雇用保険料ほか 被用者概算払分ほか

計

種        別 摘        要

　負　　担　　金 労働保険料

円

27,852 東京労働局

普通預金

811,136

計

金 額 氏 名

円

 未　収　収　益　明　細　表 

 未　収　金　明　細　表 

 預　金　明　細　表 

金 額 氏 名

取 引 金 融 機 関 名

80,455,386 衆議院共済組合ほか

480,464,551

東京労働局ほか

395,232,325 医療経理

3,965,704

区 分


























